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平成３０年１２月議会

.条例の制定 .

東海村下水道事業の設置等に関する条例

平成３１年度～

下水道事業は公営企業会計へ移行
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.東海村の下水道事業について .

２

東海村の下水道事業は，昭和５３年に事業認可
を受けて整備に着手して以来，公衆衛生の向上と
生活環境の改善及び公共水域の水質保全に大きく
寄与し，東海村の健全な発達に努めてきた。

平成２９年度末時点で，下水道の人口普及率は
８７.９％まで進み，引き続き未整備地区の下水道
整備を進めている。
➡平成３６年度を目途に概成を目指す
（一部地域を除く）

●移行の背景



.東海村の下水道事業について .

３

多くの下水道施設は，短期間に集中して整備され
たこともあり，平成３１年度以降は，供用開始後３
０年を迎えるものが急激に増加。

そのため，今後は財産である下水道施設の改築・
更新及び維持管理に加えて，さらなる経営の効率化
や将来にわたり安定したサービスを提供するための
組織体制を構築していくことが必要となる。

●移行の背景



.東海村の下水道事業について .

４

●移行の背景

経営状況を的確に把握し，限られた財源をより
有効に活用する仕組みとして，平成３１年度から
下水道事業は地方公営企業法の財務規定等を適用
（一部適用）させ，公営企業会計に移行する。



.公営企業会計への移行について .

５

・住民の皆様の下水道利用に関して変更はなく，
従来通り下水道の利用が可能。

・現在の官公庁会計(単式簿記)方式から公営企業
会計(複式簿記)方式へと変更

・各年の経費負担が明確化されると共に，貸借対
照表，損益計算書といった財務諸表の作成を通し
て，経営状況が理解しやすくなり，他団体との比
較が可能

●公営企業会計への移行で何が変わるのか



.公営企業会計への移行について .

６

・財務諸表を分析し，経営を改善していくことで，
独立採算を基本とした持続可能で健全な運営が可能

・下水道は下水道法で「汚水」と「雨水」と規定さ
れているため，一般会計で管理されていた雨水事業
（雨水排水路）についても汚水事業と併せて公営企
業会計へ移行。

●公営企業会計への移行で何が変わるのか



公営企業とは，地方公共団体が経営する「企業」のことで，
地方財政法第４６条において，下水道事業も公営企業として位
置づけられている。
また，地方財政法第６条において，「公営企業は，特別会計

を設けて，経費の負担区分を明確にした上で，独立採算制を基
礎とする企業」と定義されている。

.公営企業について.

地方財政法施行令 第４６条 （公営企業）
法第６条の政令で定める公営企業は，次に掲げる事業とする。
（1）水道事業 （2）工業用水道事業 （3）交通事業
（4）電気事業 （5）ガス事業 （6）簡易水道事業
（7）港湾整備事業 （8）病院事業 （9）市場事業

（10）と畜場事業 （11）観光施設事業 （12）宅地造成事業
（13）公共下水道事業
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.官公庁会計方式と公営企業会計方式の比較 .

詳細項目 官公庁会計 公営企業会計

収支区分

歳入と歳出のみの表現であり，
企業としての経営見通しが分
からない。

収益的収支と資本的収支に区分され，
経営状況（赤字・黒字）や財務状況
（資産の状況など）が明確に表現され
る。

経理方法
単式簿記

（家計簿的経理）

複式簿記

（企業経営状況を明確にする経理）

経理認識

現金主義

（現金の動きのみを経理する
ため，未収・未払などの債務・
債権が経理さない）

発生主義

（債務・債権が発生した時点より経理
される）

資産把握

なし

資産状況が把握できない。
減価償却の導入（資産管理の導入）

減価償却費の導入により，将来の改
築費が明確になる。

８



.現在の下水道会計では .

９

収 入 支 出

・下水道使用料
・国庫補助金
・受益者負担金
・地方債
・一般会計繰入金

・維持管理費
・工事費
・元利償還金

≪予 算≫ ≪決 算≫

※年度内の現金収支がわかります。



.公営企業会計になると（予算） .
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収 入 支 出

・下水道使用料
・一般会計繰入金

・維持管理費
・利子償還費
・減価滅却費

［収益的収支］（維持管理費）

収 入 支 出

・国庫補助金
・受益者負担金
・地方債

・工事費
・元金償還費

［資本的収支］（整備費）

『収益的収支（維持管理費）』と『資本的収支（整備費）』
に区分して経理することにより，経営に係る経費と資産形成の
財源が明確になります。

≪予 算≫



.公営企業会計になると（決算） .
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損益計算書

（費用）
・維持管理費
・利子償還費
・減価償却費

（収益）
・下水道使用料

利益又は欠損金

貸借対照表

（資産）
・固定資産

取得した土地
下水道管

・流動資産
現金，未収金

（負債）
・固定負債

地方債
・流動負債

未払金

（純資産）

損益計算書と貸借対照表を作成することで，収入と支
出の関係や保有する資産と負債などの情報が明確になり
ます。

≪決 算≫



.平成３１年度 下水道事業会計予算について .

■特別会計と企業会計の違いについて

12

歳入・歳出

特別会計（官庁会計） 公営企業会計

収益的収入・支出(維持管理費)
資本的収入・支出(建設改良費)

新たな予算科目

・減価償却費

・長期前受金戻入



.平成３１年度 下水道事業会計予算について .
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新たな予算科目

・減価償却費

下水道施設など，企業が長期間にわたって利用す
る資産を建設した場合，その建設価額（工事費）を
いったん資産として計上した後，当該金額を資産の
耐用年数にわたって規則的に費用として配分される
金額。減価償却費は現金の支出を伴わないため，同
額から長期前受金を差し引いた資金が企業内部に留
保されるという財務的効果を持つ。



.平成３１年度 下水道事業会計予算について .
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新たな予算科目

・長期前受金戻入

将来にわたって利用する資産（下水道施設）を取
得したときに，その財源に国庫補助金等が充当され
る場合には，その国庫補助金等は収入として一括計
上せず，資産の耐用年数にわたって分割して計上さ
れ，その分割された収入を長期前受金戻入という。
現金の収入を伴わず，減価償却費と対になるもので
ある。



.平成３１年度 下水道事業会計予算について .
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平成３１年度 汚水事業予算

支出―１０億３千万円

収入―１０億３千万円

〇収益的収支（維持管理費）



.平成３１年度 下水道事業会計予算について .
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平成３１年度 汚水事業予算

収入―９億２千万円

支出―９億２千万円

〇資本的収支（建設改良費）



.平成３１年度 下水道事業会計予算について .
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一般会計繰入金について

企業会計移行初年度限りの措置として，減価
償却費相当額のうち不足分２億４千万円を補て
ん（内部留保）
⇒ 翌年度に内部留保資金を取り崩して対応

Ｈ３０

６億７千万円

Ｈ３１

９億７千万円

一般会計繰入金（雨水事業含む）



.平成３１年度 下水道事業会計予算について .

18

下水道は下水道法で汚水及び雨水と規定されてい
るため，平成３１年度より企業会計に計上

一般会計（排水路事業） 企業会計（雨水事業）

平成３１年度 雨水事業予算

一般会計繰入金について

雨水処理に要する維持管理費及び資本費に相当
する額は，地方公営企業法第１７条の２により，
一般会計において負担させるものと規定（基準内
繰入金）



.平成３１年度 下水道事業会計予算について .
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平成３１年度 雨水事業予算

収入―８千５百万円

支出―８千５百万円

〇収益的収支（維持管理費）



.平成３１年度 下水道事業会計予算について .
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平成３１年度 雨水事業予算

収入―２千５百万円

支出―２千５百万円

〇資本的収支（建設改良費）



.住民の皆様への周知.
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Ｈ３０

１０／２５号

村報掲載

〇今後も経営状況等を
住民の皆様へ周知



.今後の課題について.
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◎一般会計からの繰入金に依存しない経営

・適正な下水道使用料の検討

独立採算制による健全な運営

・必要経費の見直し・削減


